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各  位 

平成27年５月７日 
会 社 名 株式会社ファインデックス 
代表者名 代表取締役社長 相原 輝夫 
 （ コード番号：3649 ） 
問合せ先 取締役管理部長 藤田  篤 
 （ TEL．089-947-3388 ） 

 

事業譲受けに関する事業譲渡契約の締結のお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社トライフォー（以下「トライフォー」といいます。）から同社の

全事業（以下「対象事業」といいます。）を譲り受ける（以下「本譲受け」といいます。）ことを決議し、同社と事業

譲渡契約を締結いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．本譲受けの理由 

当社は、医療情報システム開発を主力事業としております。一方、トライフォーは、当社と同様に医療情報システ

ムの開発・販売を行っておりますが、その開発・販売対象は、放射線検査領域に関する製品です。同社は、その製品

分野において確固たる地位と製品力を有しており、著名な医療機関を顧客としております。 

トライフォーが得意とする放射線検査に関する製品は、当社製品と異なる領域に属する上、当社製品と極めて高い

親和性を有しております。当社は、本譲受けによって製品幅をさらに拡大することが可能となり、また、両社のそれ

ぞれの製品を組み合わせることで、医療機関から求められていたすべての診療科に対して高品質なソリューションを、

当社の提案力をもって最適な形で提供することが可能となると考えております。 

加えて、当社は、同社の社員が当社の社員と同様に医療情報システムの分野において豊富な経験を積んだ優秀な人

材であると判断しているため、上述の本譲受けのメリットを速やかに実現し、その結果、当社は医療分野に対して、

従来以上に効率的に、かつ医療機関の期待を上回る製品を開発・提供することが可能となると考えております。 

なお、本譲受けの譲受価額については、医療システム業界において最大限のプレゼンスを発揮し、医療業界の発展

に大きく貢献することを目的とした戦略的な統合を目指し、当社が算定した事業譲渡契約締結日における資産・負債

の時価も考慮しつつ、両社協議のうえ決定いたしました。 

今後は、両社の強みを活かし、新しい発想とリソースをもって製品を開発し、他の追随を許さない圧倒的な製品力

で、より一層医療に貢献し得る体制を構築してまいります。 

 

２．本譲受けの概要 

（１）本譲受けの対象 

株式会社トライフォーのすべての資産、負債の承継を対象としております。 

 

（２）対象事業の経営成績 

 平成26年３月期実績 

売 上 高 802百万円

経 常 利 益 15百万円

（注）先方より開示されている数値であり監査を受けておりません。 

 

（３）トライフォーの資産及び負債の項目及び金額（平成26年３月31日現在） 

資  産 負  債 

項  目 帳簿価額 項  目 帳簿価額 

流動資産 454百万円 流動負債 160百万円 

固定資産  91百万円 固定負債 308百万円 

合  計 546百万円 合  計 469百万円 

（注）先方より開示されている数値であり現在精査中であります。 
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（４）譲受価額及び決済方法 

譲受価額    1円 

決済方法    現金による決済 

決済完了日   平成27年７月１日（予定） 

 

３．相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社トライフォー 

（２） 所 在 地 東京都中野区中野五丁目68番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 広瀬 勝己 

（４） 事 業 内 容 医療情報システム開発・販売 

（５） 資 本 金 70百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和59年７月26日 

（７） 純 資 産 77百万円 

（８） 総 資 産 546百万円 

（９） 大株主及び持株比率 
広瀬 勝己 84.7％ 

栗原 稔  15.3％ 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係
当事業年度において、2,050千円の外注の取引を行って

おります。その他に該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません。 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成27年５月７日 

（２） 契 約 締 結 日 平成27年５月７日 

（３） 株 主 総 会 決 議 日 該当事項はありません。（注） 

（４） 事 業 譲 受 け 期 日 平成27年７月１日（予定） 

（注）本譲受けは、会社法第468条第２項に定める簡易事業譲受けであります。 

 

５．会計処理の概要 

本譲受けは企業結合会計基準上の「取得」に該当する見込みです。 

 

６．今後の見通し 

業績に与える影響は、現在精査中であります。 

 

以 上 

 

（参考）当期業績予想（平成27年２月14日公表分）及び前期実績 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期業績予想 

（平成27年12月期） 
3,700百万円 1,583百万円 1,584百万円 1,022百万円

前期実績 

（平成26年12月期） 
2,863百万円 992百万円 1,008百万円 630百万円

 


